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平成３０年(2018年)１０月５日 

総 務 委 員 会 資 料 

経 営 室 行 政 監 理 担 当 

 

（第７５号議案） 

 

 

 

中野区事務手数料条例の一部を改正する条例について 

 

 

 

建築基準法の改正に伴い、中野区事務手数料条例を次のように改正する。 

 

 

１ 手数料の新設 

(1) 建築物の敷地の接道規制の適用除外に係る建築認定申請手数料 

３１，０００円                           【別表第２ 91の10】 

 

 

(2) 用途地域における特例許可建築物の増築、改築又は移転の特例許可申請手数 

料 

８７，０００円                【別表第２ 97の2】 

 

(3) 用途地域における政令で定める日常生活に必要な建築物の建築の特例許可申 

請手数料 

９２，０００円                 【別表第２ 97の3】 

 

(4) 前面道路の境界線から後退した壁面線の指定をした場合等における建築物の

建蔽率の特例許可申請手数料 

３６，０００円                           【別表第２ 99の2】 

 

(5)  一年を超えて使用する特別の必要がある仮設興行場等の仮設建築物建築許可 

申請手数料 

１９５，０００円                          【別表第２ 116の2】 

 

(6) 既存の一の建築物について２以上の工事に分けて工事を行う場合の当該２以
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上の工事の全体計画の認定申請手数料 

２８,０００円                        【別表第２ 121の2】 

 

(7) 既存の一の建築物について２以上の工事に分けて工事を行う場合の認定を受 

けた全体計画の変更認定申請手数料 

２８,０００円                           【別表第２ 121の3】 

 

(8) 建築物の用途を変更して一時的に興行場等として使用する場合の制限の緩和

に係る許可申請手数料 

１０８，０００円                             【別表第２ 121の４】 

  

(9) 建築物の用途を変更して一時的に特別興行場等として使用する場合の制限の

緩和に係る許可申請手数料 

１９５，０００円                              【別表第２ 121の５】 

 

２ 規定整備 

引用する条文の項の移動が生じたため、規定を整備する。 

別表第２ ８４の２、８４の６、８４の７、９１、９１の８、９２、 

１００、１２２～１２５の５の項 

別表第３ ３、４の項 

 

３ 施行日 

建築基準法の一部を改正する法律(平成３０年法律第６７号)の施行の日から施

行する。ただし、別表第２の９１の１０、９２、１１６の２の項は、公布の日か

ら施行する。 

 

４ 新旧対照表 

   別紙のとおり 
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                                                          （別紙） 

 

中野区事務手数料条例新旧対照表 

 

改正案 現行 

第１条～第６条 （略） 第１条～第６条 （略） 

   附 則 （略）    附 則 （略） 

別表第１ （略） 別表第１ （略） 

別表第２（第２条関係） 別表第２（第２条関係） 

  事務 名称及び額 徴収時期 

１～８

４ 

（略） （略） （略） 

８４の

２ 

 長期優良住宅の普及

の促進に関する法律

（平成２０年法律第８

７号）第６条第１項の

規定に基づく長期優良

住宅建築等計画の認定

の申請に対する審査 

 長期優良住宅建築等計画認定

申請手数料 

 認定申請１件につき、次の⑴

及び⑵に掲げる場合の区分に応

じ、それぞれ次に掲げる額（当

該申請に係る住宅が一戸建ての

住宅（人の居住の用以外の用途

に供する部分を有しないものに

限る。以下この項及び次項にお

いて同じ。）の場合において、

一戸建ての住宅を新築しようと

するときは、⑴のアの（ア）、

イの（ア）又はウの（ア）に掲

げる額、一戸建ての住宅を増築

し、又は改築しようとするとき

は、⑵のアの（ア）又はイの（ア）

認定申請のと

き 

  事務 名称及び額 徴収時期 

１～８

４ 

（略） （略） （略） 

８４の

２ 

 長期優良住宅の普及

の促進に関する法律

（平成２０年法律第８

７号）第６条第１項の

規定に基づく長期優良

住宅建築等計画の認定

の申請に対する審査 

 長期優良住宅建築等計画認定

申請手数料 

 認定申請１件につき、次の⑴

及び⑵に掲げる場合の区分に応

じ、それぞれ次に掲げる額（当

該申請に係る住宅が一戸建ての

住宅（人の居住の用以外の用途

に供する部分を有しないものに

限る。以下この項及び次項にお

いて同じ。）の場合において、

一戸建ての住宅を新築しようと

するときは、⑴のアの（ア）、

イの（ア）又はウの（ア）に掲

げる額、一戸建ての住宅を増築

し、又は改築しようとするとき

は、⑵のアの（ア）又はイの（ア）

認定申請のと

き 
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に掲げる額）（当該申請に併せ

て長期優良住宅の普及の促進に

関する法律第６条第２項の規定

に基づく申出があつた場合にお

いては、一の建築物について９

１の２の項に掲げる額（当該申

出に係る計画に建築基準法（昭

和２５年法律第２０１号）第６

条の３第１項ただし書の規定に

基づき、構造計算に関する高度

の専門的知識及び技術を有する

者として国土交通省令で定める

要件を備える者（以下「特定建

築基準適合判定資格者」とい

う。）である建築主事が、建築

基準法施行令（昭和２５年政令

第３３８号）第９条の３の規定

による特定構造計算基準又は特

定増改築構造計算基準に適合す

るかどうかの審査（以下「特定

建築基準適合審査」という。）

をする部分が含まれる場合にお

いては当該部分ごとに８６の２

の項に掲げる額の手数料を加え

た額、同法第８７条の４に規定

する昇降機（以下この項及び次

項において「昇降機」という。）

に係る部分が含まれる場合にお

いては当該昇降機１基について

に掲げる額）（当該申請に併せ

て長期優良住宅の普及の促進に

関する法律第６条第２項の規定

に基づく申出があつた場合にお

いては、一の建築物について９

１の２の項に掲げる額（当該申

出に係る計画に建築基準法（昭

和２５年法律第２０１号）第６

条の３第１項ただし書の規定に

基づき、構造計算に関する高度

の専門的知識及び技術を有する

者として国土交通省令で定める

要件を備える者（以下「特定建

築基準適合判定資格者」とい

う。）である建築主事が、建築

基準法施行令（昭和２５年政令

第３３８号）第９条の３の規定

による特定構造計算基準又は特

定増改築構造計算基準に適合す

るかどうかの審査（以下「特定

建築基準適合審査」という。）

をする部分が含まれる場合にお

いては当該部分ごとに８６の２

の項に掲げる額の手数料を加え

た額、同法第８７条の２に規定

する昇降機（以下この項及び次

項において「昇降機」という。）

に係る部分が含まれる場合にお

いては当該昇降機１基について
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１２５の２の項に掲げる額の手

数料を加えた額）に相当する額

を加えた額）を当該建築物にお

ける認定申請戸数で除して得た

額（当該額に１００円未満の端

数があるときは、これを切り捨

てる。） 

⑴・⑵ （略） 

８４の

３～８

４の５ 

（略） （略） （略） 

８４の

６ 

 都市の低炭素化の促

進に関する法律（平成

２４年法律第８４号）

第５４条第１項の規定

に基づく低炭素建築物

新築等計画の認定の申

請に対する審査 

 低炭素建築物新築等計画認定

申請手数料 

 認定申請１件につき、次の⑴

及び⑵に掲げる区分に応じて、

次に掲げる額（当該申請に併せ

て都市の低炭素化の促進に関す

る法律第５４条第２項の規定に

基づく申出があつた場合におい

ては、一の建築物について９１

の２の項に掲げる額（当該申出

に係る計画に特定建築基準適合

審査をする部分が含まれる場合

においては当該部分ごとに８６

の２の項に掲げる額の手数料を

加えた額、建築基準法第８７条

の４に規定する昇降機に係る部

分が含まれる場合においては当

該昇降機１基について１２５の

認定申請のと

き 

１２５の２の項に掲げる額の手

数料を加えた額）に相当する額

を加えた額）を当該建築物にお

ける認定申請戸数で除して得た

額（当該額に１００円未満の端

数があるときは、これを切り捨

てる。） 

⑴・⑵ （略） 

８４の

３～８

４の５ 

（略） （略） （略） 

８４の

６ 

都市の低炭素化の促

進に関する法律（平成

２４年法律第８４号）

第５４条第１項の規定

に基づく低炭素建築物

新築等計画の認定の申

請に対する審査 

 低炭素建築物新築等計画認定

申請手数料 

 認定申請１件につき、次の⑴

及び⑵に掲げる区分に応じて、

次に掲げる額（当該申請に併せ

て都市の低炭素化の促進に関す

る法律第５４条第２項の規定に

基づく申出があつた場合におい

ては、一の建築物について９１

の２の項に掲げる額（当該申出

に係る計画に特定建築基準適合

審査をする部分が含まれる場合

においては当該部分ごとに８６

の２の項に掲げる額の手数料を

加えた額、建築基準法第８７条

の２に規定する昇降機に係る部

分が含まれる場合においては当

該昇降機１基について１２５の

認定申請のと

き 
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２の項に掲げる額の手数料を加

えた額）の手数料を加えた額） 

⑴～⑵ （略） 

８４の

７ 

 都市の低炭素化の促

進に関する法律第５５

条第１項の規定に基づ

く低炭素建築物新築等

計画の変更の認定の申

請に対する審査 

 低炭素建築物新築等計画変更

認定申請手数料 

 変更認定申請１件につき、次

の⑴及び⑵に掲げる区分に応じ

て、次に掲げる額（当該申請に

併せて都市の低炭素化の促進に

関する法律第５５条第２項の規

定において準用する同法第５４

条第２項の規定に基づく申出が

あつた場合においては、一の建

築物について９１の２の項に掲

げる額（当該申出に係る計画に

特定建築基準適合審査をする部

分が含まれる場合においては当

該部分ごとに８６の２の項に掲

げる額の手数料を加えた額、建

築基準法第８７条の４に規定す

る昇降機に係る部分が含まれる

場合においては当該昇降機１基

について１２５の２の項に掲げ

る額の手数料を加えた額）の手

数料を加えた額） 

⑴・⑵ （略） 

変更認定申請

のとき 

８５～

９０ 

（略） （略） （略） 

９１  建築基準法第７条の 検査済証の交付を受ける前に認定申請のと

２の項に掲げる額の手数料を加

えた額）の手数料を加えた額） 

⑴～⑵ （略） 

８４の

７ 

 都市の低炭素化の促

進に関する法律第５５

条第１項の規定に基づ

く低炭素建築物新築等

計画の変更の認定の申

請に対する審査 

 低炭素建築物新築等計画変更

認定申請手数料 

 変更認定申請１件につき、次

の⑴及び⑵に掲げる区分に応じ

て、次に掲げる額（当該申請に

併せて都市の低炭素化の促進に

関する法律第５５条第２項の規

定において準用する第５４条第

２項の規定に基づく申出があつ

た場合においては、一の建築物

について９１の２の項に掲げる

額（当該申出に係る計画に特定

建築基準適合審査をする部分が

含まれる場合においては当該部

分ごとに８６の２の項に掲げる

額の手数料を加えた額、建築基

準法第８７条の２に規定する昇

降機に係る部分が含まれる場合

においては当該昇降機１基につ

いて１２５の２の項に掲げる額

の手数料を加えた額）の手数料

を加えた額） 

⑴・⑵ （略） 

変更認定申請

のとき 

８５～

９０ 

（略） （略） （略） 

９１  建築基準法第７条の 検査済証の交付を受ける前に認定申請のと
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６第１項第１号又は第

２号（同法第８７条の

４又は第８８条第１項

若しくは第２項におい

て準用する場合を含

む。）の規定に基づく

仮使用の認定の申請に

対する審査 

おける建築物等の仮使用認定申

請手数料 １２６，０００円 

き 

９１の

２～９

１の７ 

（略） （略） （略） 

９１の

８ 

 建築基準法第１８条

第２４項第１号又は第

２号（同法第８７条の

４又は第８８条第１項

若しくは第２項におい

て準用する場合を含

む。）の規定に基づく

仮使用の認定の申請に

対する審査 

 検査済証の交付を受ける前に

おける建築物等の仮使用認定申

請手数料 １２６，０００円 

認定申請のと

き 

９１の

９ 

（略） （略） （略） 

９１の

１０ 

 建築基準法第４３条

第２項第１号の規定に

基づく建築の認定の申

請に対する審査 

 建築物の敷地と道路との関係

の建築認定申請手数料 ３１，

０００円 

認定申請のと

き 

９２  建築基準法第４３条

第２項第２号の規定に

基づく建築の許可の申

 建築物の敷地と道路との関係

の建築許可申請手数料 ３６，

０００円 

許可申請のと

き 

６第１項第１号又は第

２号（同法第８７条の

２又は第８８条第１項

若しくは第２項におい

て準用する場合を含

む。）の規定に基づく

仮使用の認定の申請に

対する審査 

おける建築物等の仮使用認定申

請手数料 １２６，０００円 

き 

９１の

２～９

１の７ 

（略） （略） （略） 

９１の

８ 

 建築基準法第１８条

第２４項第１号又は第

２号（同法第８７条の

２又は第８８条第１項

若しくは第２項におい

て準用する場合を含

む。）の規定に基づく

仮使用の認定の申請に

対する審査 

 検査済証の交付を受ける前に

おける建築物等の仮使用認定申

請手数料 １２６，０００円 

認定申請のと

き 

９１の

９ 

（略） 

 

 

 

 

 

（略） （略） 

９２  建築基準法第４３条

第１項ただし書の規定

に基づく建築の許可の

 建築物の敷地と道路との関係

の建築許可申請手数料 ３６，

０００円 

許可申請のと

き 
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請に対する審査 

９３～

９７ 

（略） （略） （略） 

９７の

２ 

建築基準法第４８条

第１６項第１号（同法

第８８条第２項におい

て準用する場合を含

む。）の規定に基づく

増築、改築又は移転の

特例許可の申請に対す

る審査 

 用途地域における増築、改築

又は移転の特例許可申請手数料

 ８７，０００円 

許可申請のと

き 

９７の

３ 

建築基準法第４８条

第１６項第２号（同法

第８８条第２項におい

て準用する場合を含

む。）の規定に基づく

建築の特例許可の申請

に対する審査 

 用途地域における建築の特例

許可申請手数料 ９２，０００

円 

許可申請のと

き 

９８・

９９ 

（略） （略） （略） 

９９の

２ 

 建築基準法第５３条

第４項又は第５項の規

定に基づく建築物の建

蔽率に関する特例の許

可の申請に対する審査 

 建築物の建蔽率の特例許可申

請手数料 ３６，０００円 

許可申請のと

き 

１００  建築基準法第５３条

第６項第３号の規定に

基づく建築物の建蔽率

に関する制限の適用除

 建築物の建蔽率に関する制限

の適用除外に係る許可申請手数

料 ３６，０００円 

許可申請のと

き 

申請に対する審査 

９３～

９７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

（略） （略） 

９８・

９９ 

（略） 

 

（略） （略） 

９９の

２ 

 建築基準法第５３条

第４項の規定に基づく

建築物の建蔽率に関す

る特例の許可の申請に

対する審査 

 建築物の建蔽率の特例許可申

請手数料 ３６，０００円 

許可申請のと

き 

１００  建築基準法第５３条

第５項第３号の規定に

基づく建築物の建蔽率

に関する制限の適用除

 建築物の建蔽率に関する制限

の適用除外に係る許可申請手数

料 ３６，０００円 

許可申請のと

き 
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外に係る許可の申請に

対する審査 

１０１

～１１

６ 

（略） （略） （略） 

１１６

の２ 

 建築基準法第８５条

第６項の規定に基づく

仮設興行場等の建築の

許可の申請に対する審

査 

 仮設興行場等建築許可申請手

数料 １９５，０００円 

許可申請のと

き 

１１７

～１２

１ 

（略） （略） （略） 

１２１

の２ 

 建築基準法第８６条

の８第１項又は第８７

条の２第１項の規定に

基づく既存の一の建築

物について２以上の工

事に分けて工事を行う

場合の当該２以上の工

事の全体計画の認定の

申請に対する審査 

 既存の一の建築物について２

以上の工事に分けて工事を行う

場合の当該２以上の工事の全体

計画の認定申請手数料 ２８，

０００円 

認定申請のと

き 

１２１

の３ 

 建築基準法第８６条

の８第３項（同法第８

７条の２第２項におい

て準用する場合を含

む。）の規定に基づく

既存の一の建築物につ

いて２以上の工事に分

 既存の一の建築物について２

以上の工事に分けて工事を行う

場合の認定を受けた全体計画の

変更認定申請手数料 ２８，０

００円 

変更認定申請

のとき 

外に係る許可の申請に

対する審査 

１０１

～１１

６ 

（略） 

 

 

 

 

 

 

（略） （略） 

１１７

～１２

１ 

（略） （略） （略） 

１２１

の２ 

 建築基準法第８６条

の８第１項の規定に基

づく既存の一の建築物

について２以上の工事

に分けて工事を行う場

合の当該２以上の工事

の全体計画の認定の申

請に対する審査 

 

 既存の一の建築物について２

以上の工事に分けて工事を行う

場合の当該２以上の工事の全体

計画の認定申請手数料 ２８，

０００円 

認定申請のと

き 

１２１

の３ 

 建築基準法第８６条

の８第３項の規定に基

づく既存の一の建築物

について２以上の工事

に分けて工事を行う場

合の認定を受けた全体

計画の変更の認定の申

 既存の一の建築物について２

以上の工事に分けて工事を行う

場合の認定を受けた全体計画の

変更認定申請手数料 ２８，０

００円 

変更認定申請

のとき 
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けて工事を行う場合の

認定を受けた全体計画

の変更の認定の申請に

対する審査 

１２１

の４ 

 建築基準法第８７条

の３第５項の規定に基

づく建築物の用途を変

更して一時的に興行場

等として使用する場合

の制限の緩和に係る許

可の申請に対する審査 

 建築物の用途を変更して一時

的に興行場等として使用する場

合の制限の緩和に係る許可申請

手数料 １０８，０００円 

許可申請のと

き 

１２１

の５ 

 建築基準法第８７条

の３第６項の規定に基

づく建築物の用途を変

更して一時的に特別興

行場等として使用する

場合の制限の緩和に係

る許可の申請に対する

審査 

 建築物の用途を変更して一時

的に特別興行場等として使用す

る場合の制限の緩和に係る許可

申請手数料 １９５，０００円 

許可申請のと

き 

１２２  建築基準法第８７条

の４において準用する

同法第６条第１項の規

定に基づく建築設備に

関する確認の申請に対

する審査 

 建築設備に関する確認申請手

数料 

 ア・イ （略） 

 

確認申請のと

き 

１２３  建築基準法第８７条

の４において準用する

同法第７条第１項の規

定に基づく建築設備に

 建築設備に関する完了検査申

請手数料 １設備につき１３，

０００円（小荷物専用昇降機に

ついては、１基につき８，６０

検査申請のと

き 

請に対する審査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２２  建築基準法第８７条

の２において準用する

同法第６条第１項の規

定に基づく建築設備に

関する確認の申請に対

する審査 

 建築設備に関する確認申請手

数料 

 ア・イ （略） 

 

確認申請のと

き 

１２３  建築基準法第８７条

の２において準用する

同法第７条第１項の規

定に基づく建築設備に

 建築設備に関する完了検査申

請手数料 １設備につき１３，

０００円（小荷物専用昇降機に

ついては、１基につき８，６０

検査申請のと

き 
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関する完了検査（次項

に掲げる場合を除く。）

の申請に対する審査 

０円） 

１２４  建築基準法第８７条

の４において準用する

同法第７条第１項の規

定に基づく昇降機に関

する完了検査の申請に

対する審査 

 中間検査を受けた昇降機に関

する完了検査申請手数料 １基

につき１３，０００円（小荷物

専用昇降機については、１基に

つき８，４００円） 

検査申請のと

き 

１２５  建築基準法第８７条

の４において準用する

同法第７条の３第２項

の規定に基づく建築設

備に関する中間検査の

申請に対する審査 

 建築設備に関する中間検査申

請手数料 １設備につき１２，

０００円（小荷物専用昇降機に

ついては、１基につき８，３０

０円） 

検査申請のと

き 

１２５

の２ 

 建築基準法第８７条

の４において準用する

同法第１８条第２項の

規定に基づく建築設備

に関する計画の通知に

対する審査 

 建築設備に関する計画通知手

数料 

 ア・イ （略） 

計画通知のと

き 

１２５

の３ 

 建築基準法第８７条

の４において準用する

同法第１８条第１６項

の規定に基づく建築設

備に関する工事完了

（次項に掲げる場合を

除く。）の通知に対す

る審査 

 建築設備に関する工事完了通

知手数料 １設備につき１３，

０００円（小荷物専用昇降機に

ついては、１基につき８，６０

０円） 

完了通知のと

き 

関する完了検査（次項

に掲げる場合を除く。）

の申請に対する審査 

０円） 

１２４  建築基準法第８７条

の２において準用する

同法第７条第１項の規

定に基づく昇降機に関

する完了検査の申請に

対する審査 

 中間検査を受けた昇降機に関

する完了検査申請手数料 １基

につき１３，０００円（小荷物

専用昇降機については、１基に

つき８，４００円） 

検査申請のと

き 

１２５  建築基準法第８７条

の２において準用する

同法第７条の３第２項

の規定に基づく建築設

備に関する中間検査の

申請に対する審査 

 建築設備に関する中間検査申

請手数料 １設備につき１２，

０００円（小荷物専用昇降機に

ついては、１基につき８，３０

０円） 

検査申請のと

き 

１２５

の２ 

 建築基準法第８７条

の２において準用する

同法第１８条第２項の

規定に基づく建築設備

に関する計画の通知に

対する審査 

 建築設備に関する計画通知手

数料 

 ア・イ （略） 

計画通知のと

き 

１２５

の３ 

 建築基準法第８７条

の２において準用する

同法第１８条第１６項

の規定に基づく建築設

備に関する工事完了

（次項に掲げる場合を

除く。）の通知に対す

る審査 

 建築設備に関する工事完了通

知手数料 １設備につき１３，

０００円（小荷物専用昇降機に

ついては、１基につき８，６０

０円） 

完了通知のと

き 
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１２５

の４ 

 建築基準法第８７条

の４において準用する

同法第１８条第１６項

の規定に基づく昇降機

に関する工事完了の通

知に対する審査 

 中間検査を受けた昇降機に関

する工事完了通知手数料 １基

につき１３，０００円（小荷物

専用昇降機については、１基に

つき８，４００円） 

完了通知のと

き 

１２５

の５ 

 建築基準法第８７条

の４において準用する

同法第１８条第１９項

の規定に基づく建築設

備に関する特定工程工

事終了の通知に対する

審査 

 建築設備に関する特定工程工

事終了通知手数料 １設備につ

き１２，０００円（小荷物専用

昇降機については、１基につき

８，３００円） 

終了通知のと

き 

１２６

～１３

１ 

（略） （略） （略） 

 

１２５

の４ 

 建築基準法第８７条

の２において準用する

同法第１８条第１６項

の規定に基づく昇降機

に関する工事完了の通

知に対する審査 

 中間検査を受けた昇降機に関

する工事完了通知手数料 １基

につき１３，０００円（小荷物

専用昇降機については、１基に

つき８，４００円） 

完了通知のと

き 

１２５

の５ 

 建築基準法第８７条

の２において準用する

同法第１８条第１９項

の規定に基づく建築設

備に関する特定工程工

事終了の通知に対する

審査 

 建築設備に関する特定工程工

事終了通知手数料 １設備につ

き１２，０００円（小荷物専用

昇降機については、１基につき

８，３００円） 

終了通知のと

き 

１２６

～１３

１ 

（略） （略） （略） 

 

別表第３（第２条関係） 別表第３（第２条関係） 

事務 名称及び額 徴収時期 

１・２ （略） （略） （略） 

３ 建築物のエ

ネルギー消費

性能の向上に

関する法律第

３０条第１項

の規定に基づ

く建築物エネ

ルギー消費性

 建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請

手数料 

 認定申請１件につき、次の⑴及び⑵に掲げる区

分に応じて、次に掲げる額（当該申請に併せて建

築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律

第３０条第２項の規定に基づく申出があつた場

合においては、一の建築物について別表第２の９

１の２の項に掲げる額（当該申出に係る計画に特

認定申請

のとき 

事務 名称及び額 徴収時期 

１・２ （略） （略） （略） 

３ 建築物のエ

ネルギー消費

性能の向上に

関する法律第

３０条第１項

の規定に基づ

く建築物エネ

ルギー消費性

 建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請

手数料 

 認定申請１件につき、次の⑴及び⑵に掲げる区

分に応じて、次に掲げる額（当該申請に併せて建

築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律

第３０条第２項の規定に基づく申出があつた場

合においては、一の建築物について別表第２の９

１の２の項に掲げる額（当該申出に係る計画に特

認定申請

のとき 
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能向上計画の

認定の申請に

対する審査 

定建築基準適合審査をする部分が含まれる場合

においては当該部分ごとに同表８６の２の項に

掲げる額の手数料を加えた額、建築基準法第８７

条の４に規定する昇降機に係る部分が含まれる

場合においては当該昇降機１基について同表１

２５の２の項に掲げる額の手数料を加えた額）に

相当する額を加えた額） 

⑴・⑵ （略） （略） 

４ 建築物のエ

ネルギー消費

性能の向上に

関する法律第

３１条第１項

の規定に基づ

く建築物エネ

ルギー消費性

能向上計画の

変更の認定の

申請に対する

審査 

 建築物エネルギー消費性能向上計画変更認定

申請手数料 

 変更認定申請１件につき、次の⑴及び⑵に掲げ

る区分に応じて、次に掲げる額（当該申請に併せ

て建築物のエネルギー消費性能の向上に関する

法律第３１条第２項において準用する同法第３

０条第２項の規定に基づく申出があつた場合に

おいては、一の建築物について別表第２の９１の

２の項に掲げる額（当該申出に係る計画に特定建

築基準適合審査をする部分が含まれる場合にお

いては当該部分ごとに同表８６の２の項に掲げ

る額の手数料を加えた額、建築基準法第８７条の

４に規定する昇降機に係る部分が含まれる場合

においては当該昇降機１基について同表１２５

の２の項に掲げる額の手数料を加えた額）に相当

する額を加えた額） 

変更認定

申請のと

き 

能向上計画の

認定の申請に

対する審査 

定建築基準適合審査をする部分が含まれる場合

においては当該部分ごとに同表８６の２の項に

掲げる額の手数料を加えた額、建築基準法第８７

条の２に規定する昇降機に係る部分が含まれる

場合においては当該昇降機１基について同表１

２５の２の項に掲げる額の手数料を加えた額）に

相当する額を加えた額） 

⑴・⑵ （略） （略） 

４ 建築物のエ

ネルギー消費

性能の向上に

関する法律第

３１条第１項

の規定に基づ

く建築物エネ

ルギー消費性

能向上計画の

変更の認定の

申請に対する

審査 

 建築物エネルギー消費性能向上計画変更認定

申請手数料 

 変更認定申請１件につき、次の⑴及び⑵に掲げ

る区分に応じて、次に掲げる額（当該申請に併せ

て建築物のエネルギー消費性能の向上に関する

法律第３１条第２項において準用する同法第３

０条第２項の規定に基づく申出があつた場合に

おいては、一の建築物について別表第２の９１の

２の項に掲げる額（当該申出に係る計画に特定建

築基準適合審査をする部分が含まれる場合にお

いては当該部分ごとに同表８６の２の項に掲げ

る額の手数料を加えた額、建築基準法第８７条の

２に規定する昇降機に係る部分が含まれる場合

においては当該昇降機１基について同表１２５

の２の項に掲げる額の手数料を加えた額）に相当

する額を加えた額） 

変更認定

申請のと

き 
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⑴・⑵ （略） （略） 

５・６ （略） （略） （略） 
 

⑴・⑵ （略） （略） 

５・６ （略） （略） （略） 
 

 備考 （略）  備考 （略） 

  

   附 則  

 この条例は、建築基準法の一部を改正する法律（平成３０年法律第６７号）

の施行の日から施行する。ただし、別表第２の９１の９の項の次に次のように

加える改正規定、同表９２の項の改正規定及び同表１１６の項の次に次のよう

に加える改正規定は、公布の日から施行する。 

 

 


	中野区事務手数料条例の一部を改正する条例について
	別紙【新旧対照表】中野区事務手数料条例の一部を改正する条例

